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[bookmark: 特別徴収の対象となる方]２　特別徴収の対象となる方


前年中(1月1日～12月31日)に課税対象所得があり、本年4月1日現在において、事業者（特別徴収義務者）から給与の支払いを受けている方（正社員、契約社員、パート、アルバイト等など雇用形態は関係ありません。）が対象です。
ただし、以下（普Ａ～普Ｆ）に該当する従業員（受給者）については普通徴収としますので、給与支払報告書及び普通徴収切替理由書に必要事項を記入してください。

普通徴収の対象となる方
普Ａ　受給者総人員（役員等を含む）が2名以下（普Ｂ～普Ｆの理由で普通徴収
とする者を除く）の事業所の給与所得者
普Ｂ　他の事業所で特別徴収を実施する乙欄該当者
普Ｃ　毎月の給与が少なく指定された税額を天引きできない者
普Ｄ　給与の支払が不定期な者（給与の支払のない月がある者）
普Ｅ　個人事業主の専従者
普Ｆ　退職者・休職者または指定年度の5月31日までに退職予定・休職予定の者
[bookmark: 給与支払報告書の提出]３　給与支払報告書の提出


事業者（給与支払者）は、毎年１月31日までに受給者（給与所得者）が１月１日時点でお住まいの市町村（住民税担当課）に給与支払報告書個人別明細書、給与支払報告書総括表及び普通徴収切替理由書（普通徴収となる従業員（受給者）がいる場合）を提出します。
普通徴収に該当する方がいる場合には、その従業員（受給者）の給与支払報告書個人別明細書の摘要欄に普通徴収に該当する理由の符号（普Ａ～Ｆ）を記入してください。(※)
また、給与支払報告書総括表に記入した普通徴収該当人数と一致するよう「普通徴収切替理由書」に該当理由に基づく人数を記入して提出してください。
なお、年の途中で退職した方についても提出してください。
※　記載のない場合は、退職者及び乙欄該当者以外は全て特別徴収とさせていただきます。

■ｅＬＴＡＸ（エルタックス／電子申告）で給与支払報告書を提出する場合
　該当する方の「普通徴収」欄に必ずチェックし、次のとおりご対応ください。
1 　普通徴収該当理由の普Ａから普Ｆに該当する従業員（受給者）の方がいる場合は、給与支払報告書個人別明細書の摘要欄に記号「普Ａ～普Ｆ」を記入してください。
※記載のない場合は、退職者及び乙欄該当者以外は全て特別徴収とさせていただきます。
2 　普通徴収切替理由書の添付は不要です。
＜ｅＬＴＡＸ（エルタックス）の利用に関するお問合せ先＞
ｅＬＴＡＸの利用開始や具体的な利用方法等に関する詳細については、ｅＬＴＡＸホームページ（外部サイト）をご覧ください。
なお、ｅＬＴＡＸご利用に際して、ご不明な点等ございましたら、ｅＬＴＡＸホームページの「よくあるご質問（外部サイト）をご覧ください。
※リンク先ＵＲＬ
ｅＬＴＡＸホームページ：https://www.eltax.lta.go.jp/
ｅＬＴＡＸホームページの「よくあるご質問」：https://eltax.custhelp.com/







《普通徴収切替理由書の様式》
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普通徴収切替理由書（兼仕切紙）

　安城市

合　　　　　　　　　　　　　計

人

提出

市町村名

理由記号

普　通　徴　収　切　替　理　由

人数

普A

受給者総人員（役員含む）が２名以下（普B～普Fの理由で普通徴収とする

者を除く）の事業所の給与所得者

人

毎月の給与が少なく指定された税額を天引きできない者

人

人

普B

他の事業所で特別徴収を実施する乙欄該当者

普C

普D

給与の支払が不定期な者（給与の支払のない月がある者）

人

普E

個人事業主の専従者

人

普F

退職者・休職者又は５月末日までに退職予定・休職予定の者

人

※上記の理由に該当する従業員のみを、普通徴収とすることができます。

※　理由ごとの人数が記載されていない場合は、退職者及び乙欄該当者を除いて、特別

    徴収に変更します。

　　    なお、摘要欄に普通徴収切替理由書の理由記号又は切替理由が記載されている場合

     は、普通徴収として取扱います。

※　専従者とは、青色申告・白色申告を行う個人事業主と生計を一にする配偶者や１５歳以上

　   の親族で、その事業に従事している「家族従業員」をいいます。
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　（右詰で記載してください。）

住所（居所）又は所在地 　　　安城市桜町１８番２３号

氏名又は名称 　　　　　　株式会社　安城市 （電話） 0566-76-1111

4 3 2 1 0 1

4 1 昭和



支

払

者

個人番号又は法人番号 9 8 7 6 5

〇



2 3

日 元号 年 月 日



勤

労

学

生



中 途 就 ・ 退 職 受 給 者 生 年 月 日

特

別

そ

の

他

就

職

退

職

年 月

34 7 22 6



未

成

年

者

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

欄

本人が障害者

寡

　

　

婦

ひ

と

り

親



個人番号



個人番号



区

分



氏名



氏名



個人番号



4

（フリガナ）



区

分



4

（フリガナ）



個人番号



区

分



5人目以降の

16歳未満の

扶養親族等

の個人番号

氏名



氏名



4

個人番号

4 5 6 7 8



2

3

個人番号

3 4



3

（フリガナ）



区

分



3

（フリガナ）



5

個人番号



9 0 1 2

3

区

分



氏名

安城　ふゆ

氏名



5 6 1 2 3

4

5 6 7

（フリガナ）

9 0 4

個人番号

5 6 7 8

（フリガナ）

アンジョウ　アキヨ

区

分



5人目以降の控除

対象扶養親族の

個人番号

氏名

安城　夏夫

氏名

安城　秋代

控

除

対

象

扶

養

親

族

1

（フリガナ）

アンジョウ　ナツオ

区

分



１

６

歳

未

満

の

扶

養

親

族

1

8 9 0

1

2 3

2

（フリガナ）

アンジョウ　フユ

区

分



2

8 9 0 1

円

氏名

安城　春子

個人番号

2 3 4 5 6 7

235,000

国民年金

保険料等

の金額



円

旧長期損害

保険料の金額

12,000

基礎控除の額



円

所得金額

調整控除額



円

12 日

住宅借入金等

年末残高

（２回目）



円

（２回目）

控除対象

配偶者

（フリガナ）

アンジョウ　ハルコ

区

分



配偶者の

合計所得



月



日

住宅借入金等

特別控除区分

（２回目）



住宅借入金等特

別控除可能額

180,000

円

居住開始年月日



年

旧個人年金保

険料の金額

150,000

円

住宅借入金等

特別控除の額

の内訳

住宅借入金等特

別控除適用数

1



居住開始年月日



円

介護医療保険

料の金額



円

新個人年金保

険料の金額

住宅借入金等

特別控除区分

（１回目）

住

住宅借入金等

年末残高

（１回目）

18,000,000

円

（１回目）

30 年 8 月

（摘要）



　　　　　普Ａ　　　　　　　　　　　　　　　（株）碧海　刈谷市末広町3-15　R6.3.31退職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支580,000円　社120,000円　源0円

生命保険料の金

額の内訳

新生命保険料

の金額



円

旧生命保険料

の金額



千



円

450000 117500 20000



円



千



円



円

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

内

千



円



千

156900

人 従人



人 従人



人 人 従人

1

内

1



1

内

1

人



（源泉）控除対象配偶者の有無等

配偶者（特別）

控 除 の 額

控 除 対 象 扶 養 親 族 の 数

（ 配 偶 者 を 除 く 。 ）

１６歳未

満扶養親

族の数

障 害 者 の 数

（ 本 人 を 除 く 。 ）

非居住

者であ

る親族

の数

有 従有

老人 特　　　定

人

老　　　人 そ　の　他 特　　別 その他



380

千

000

円

1



人

〇

円

7 800 000 5 920 000 3 407 500

円内



千



0

円



千



円



千



給与

内



千



安城　一郎



種 別 支 払 金 額

給与所得控除後の金額

（ 調 整 控 除 後 ）

所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

1

安城市桜町１７番１１号

（役職名）



氏

名

（フリガナ）

アンジョウ イチロウ

5 6 7 8 9 0

（個人番号）

0 1 2 3 4



支

払

を

受

け

る

者

住

 

 

 

 

 

所

※ 区 分 （受給者番号）

15



※ ※ 種　　　別 ※ 整理番号 ※
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事業者（給与支払者）

従業員（給与所得者）

従業員の居住する市町村

①給与支払報告書の提出

（翌年１月

31

日まで）

②特別徴収税額の通知

（５月

31

日まで）

④特別徴収した税の納入

（翌月

10

日まで）

②特別徴収税額の通知

（５月

31

日まで）

③毎月の給料から特別徴収

（６月から翌年５月まで）

特別徴収義務者

=

=

納税義務者


